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米国実質ＧＤＰ加速（２０２６Ｑ１（１－３月期））

米国商務省「ＧＤＰ統計」によると、２０２６年Ｑ１の実質

ＧＤＰ成長率は前期比年率２％となり、経済成長が加速し

た。米国・イラン紛争は、国際経済のサプライチェーン混

乱を生じさせているものの、米国経済全体としては堅調

に推移している。経済成長が加速した大きな要因は、企

業設備投資の拡大にある。一方で、米国経済の１／３を

占める個人消費は、エネルギー関連価格上昇等によるイ

ンフレ懸念が拡大し、若干減速した。

杷個人消費はイラン紛争の深刻化、ガソリン等石油関連

価格の上昇等で個人消費
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米国実質個人消費若干減速（２０２６Ｑ１）

米国商務省「ＧＤＰ統計」によると、２０２６年Ｑ１実質個

人消費は前期比年率１．６％の伸びとなり、25年Q4の

同1.9%に比べて減速した。医療や金融関連のサービス

消費は堅調に推移した一方、ガソリン等価格上昇が大き

くなり減速となった。ミシガン大学調査の「消費者信頼感

指数」は悪化し、「期待インフレ率」も上昇している。その

要因はイラン紛争の長期化にある。このため、紛争が長

期化した場合、さらに個人消費が減速する可能性がある。

米国企業設備投資大幅加速（２０２６Ｑ１）

米国商務省「ＧＤＰ統計」によると、２０２６年Ｑ１の実質

企業設備投資は前期比年率１０．４％となり、前期25年

Q4の同２．４%に比べて大きく加速した。加速の要因に

は、非製造業を中心にAI等デジタル関連機器やソフト

ウェア等に対する支出拡大がある。加えて、イラン紛争の

長期化を睨んだ前倒し需要拡大が、製造業設備投資の下

支え要因となっている。イラン紛争深刻化は、価格上昇に

加えて、供給制約の不安を強める結果となっている。
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